
一38一

昭和51年度の海外関係業務をふりかえって

海外地質調査協力室

地質調査所における海外関係業務としては海外地質

調査協力室で行なっている業務資料室および標本室で

行なっている資料交換ならびに各研究部課で行なっ

ている研究成果の交換などがある.ここでは従来ど

おり発展途上国に対する技術研究協力を中心として

海外地質調査協力室が担当あるいは関係している業務に

ついて概要を述べる.

発展途上国に対する技術協力の重要性が年とともに

国の内外から強く要望されている情勢に対応して地質

調査所は海外地質調査協力室を窓口としてその活動範

囲の拡大と充実につとめてきた.当室は関係研究部課

の協力のもとに発展途上国に対する専門家の派遣国

際機関および国内･国外の関係機関との協力校らびに

集団および個別研修だとの業務を取り扱っている.

各国に派遣されている専門家の業績ならびに受入れた

共同研究員および研修員などにより当所に対する各国

関係機関の認識が高まり先進国の研究員との共同研究

の実施関係機関の要人の来所専門家の派遣要請研

修参加希望者の増加および国際会議への積極的な参加要

請などが年々増加の傾向を示している.毎年開催さ

れている2つの集団研修コｰスは今年で第10回を終了

しこの間に受入れた研修員の数は220名に達しそれ

らの出身国はアジア中近東アフリカおよび中南米な

どの30ヵ国におよんでいる.

海外地質調査協力室では4半期毎に海外地質朗報

を印刷し業務内容専門家からの報告および海外ニュ

ｰスなどを取まとめて関係方面に参考資料として配布

している｡以下これらを要約して51年度の業務をふ

りかえってみたい.

1.在外研究･芙同研究

今年度の在外研究員は合計9名であるがこの内3名

は前年度から引続き今年度も在外研究を継続し他の3

名は前年度からの在外研究を完了して今年度に帰国し

残り3名の鉱床部小出技官燃料部名取技官および海洋

地質部玉木技官は今年度内に出国し在外研究を完了し

て帰国した.これら9名の内5名の在外研究費は科

学技術庁により支出された.(第1表参照)

当所で受入れた先進国からの研究員は西独およびカ

ナダからそれぞれ1名でそれぞれ海洋地質部および鉱

p共同研究(ITIT)長洲『家派遣(任期1年以上JICA国連)

F短期榊家派遣(岬瑚専F『家も派遣巾の場合は上に含む
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策1表

在外研究

51年度派遣中(無印)出発(○印)帰国(△印)

�目的�派遣先期間��武名�紀費

�変成岩類の研究�オタゴ大学�49.1.3～52.1.1��

��(ニュｰジｰランド)��河内洋佑�

���(辞職)�(地質部)�オタゴ大学

△�岩石鉱物の酸素同位体組成の研究�シカゴ大学�50.1.3～52.3.31��

��(米国)��松久幸敬�

����(鉱床部)�科学技術庁

�����(バｰト)シカゴ大学

△�海洋環境における物質循還に関する研究�環境庁海洋研究所�50.7.20～51.7.19��

��(カナダ)��松本英二�

����(海洋地質部)�科学技術庁

�����(バｰト)

△�海洋地殻構造と巨大地震発生機構の研究�コロンビア大学�51.2.1～52.1.31��

��(米国)��木村政昭�科学技術庁

����(海洋地質部)�(長期)

�高温･高圧下における岩石の地震波速度の研究�スタンフォｰド大学(米国)�51.3.5～53.2.28�伊藤久男�

����(地殻熱部)�スタンフォｰド大学

�新生代酸性火山活動の研究�地質調査所�51.3.24～52.11.2��

��(米国)��三村弘二�

����(地質部)�科学技術庁

�����(長期)

○�リフトバレｰの形成と高圧実験の研究�ニュｰヨｰク市立大学(米国)�51.4.6～51.10.23��

△����小出仁�

����(鉱床部)�米国科学基金

�����ニュｰヨｰク大学

○�有孔虫の研究�コロンビア大学�51.7.24～51.11.8��

△��(米国)��名取博夫�

����(燃料部)�科学技術庁

�����(中期)

○�海洋地質調査�北酉太平洋海域�51.9.23～51.10.22��

△��(コンラｰト号乗船)��玉木賢策(海洋地質蔀)�コロンビア大学

(ノ･一ト)ンカコ大学

第2表

共同研究

国籍�研究項目�'�氏�名�]�所属�'�期�間�経費

酉�独�堆積岩の研究�ReinhardHEssE�������

�(自嶺丸乗船)��西独�52.�5.�4～52.6.4����

���ミュンヘン工科大学����肩本学術振興会���

カナダ�火山性硫化鉱床に関す�Dona1dJ.BEc亘INsK工�カナダニュｰブルンス�������

�る研究���511�9.�1～51.10.31����

���ウィヅク大学����日本学術振興会���

インドネシア�東南アジア地質構造の�MohamadUNmNG��������

�協同研究��インドネシア�52.�1.�9～52.�1.30���

���地質調査所����IT工丁���

同�上�同上�SuhamoH畑T0sUK0趾HARDJA�同上�52�1.�9～52.�3.17�ITIT�

�������科学技術庁���

米�国�地熱資源開発�RobertI.TILLING�米国�52.�3.15～52.�3.31���

���地質調査所����工業技術院���

肩本学術振興会

目本学術振興会

床部において共同研究を実施した.

国際産業技術研究事業(ITIT)の共同研究員として

インドネシア地質調査所からの2名が物理探査部およ

び燃料部で共同研究を実施した.

米国地質調査所のR.I.TIL工ING博士は地熱資源の探

査･開発および日米協力プロジェクトについて討議する

ため工業技術院の招へいで来日し地殻熱部を中心と

して討議たらびに巡検旅行が実施された.(第2表参照)

2.国際研究協カ

ユ業技術院による国際産業技術研究事業の特別研究の

1つとして東南アジア地域地質構造の研究が

取りあげられインドネシアにおける共同研究は昭和

48年度から4年計画でインドネシア地質調査所とジャワ

島の地質構造に関して実施されてきた.51年度は海

外室の長谷川技官および燃料部星野技官が現地調査を含

む共同研究を実施しまた既述のとおりインドネシ

ア地質調査所から2名の共同研究員か当所で共同研究に

従事した.この計画は本年度が最終年度にあたるので

プロジェクトリｰダｰの燃料部佐藤技官カミ従来の研究成

果の取りまとめを行ないその結果を検討するためイン

ドネシアの関係機関を訪問した.

本研究はインドネシアのジャワ島およびその周辺の地

質構造を明らかにするため地球物理学的研究とくに重

力デｰタの処理解析方法の研究とあわせて地質学的研

究を実施した.すなわち地球物理学的には重力値に

よる深部構造解析浅部構造解析および岩石磁気の研究

を行ない地質構造学的には地質断面の作成とあわせて

採取試料による高圧下岩石変形試験密度孔隙率およ

び弾性波速度測定などの室内実験を行ない層位･古生

物学的には大型および小型有孔虫の研究から踏査ノレｰト

の新生界の層序･堆積環境を明らかにした.これらジ

ャワ島における総合研究の結果をもとに日本列島の島

弧構造と比較するため既存資料により東北日本および

西南日本の地質･地球物理･鉱床分布に関する断面図を

作成した.

共同研究の総合成果は近くインドネシア地質調査所

と共同で印刷出版されインドネシアにおける共同研究

の終了とともに52年度から4年計画でその対象をフィ

リピンに移しフィリピン鉱山局と磁気デｰタを主とし

た共同研究を実施する予定である.

環太平洋マップ･プロジェクトは1973年に発足

し翌年に設立された環太平洋エネルギｰ鉱物資源理事

会の事業の1つとして運営され米国地質調査所が全体

の運営にあたっている.このプロジェクトの目的は�
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第2図

タイ鉱物資源局によ

り作成された環太平

洋マツナ･プロジェ

クトのための地質構

造図の原稿図.基

盤橘山帯摺山帯上

の堆積岩堆積盆地

の境界火成岩断

層および背向斜軸等

が色わけや線で示さ

れているほか絶対

一年代の測定地殻熱

流量および地温勾配

のデｰタカ茎記入され

ている.凡例は省

略した.このよう

な原稿図添タイの

ほかソ連韓国

フィリピンマレｰ

シアおよびインドネ

シアから送付されて

いる.

地質およびエネルギｰの鉱物資源に関する情報を交換し

て1千万分の1および2千万分の1の地図にまとめる

とともに可能なかぎりデｰタの標準化とコンピュｰタ

ｰ化を促進することを目標としている.

このプロジェクトは環太平洋を4つの区画に分け

わカミ国は極東ソ連からインドネシアに至る北西パネルに

属している.北酉パネルの議長は資源大学西脇親雄

専務理事でその事務局が海外地質調査協力室におかれ

ている.北酉パネルのメンバｰとして国内では当所

関係部課をはじめ東京大学気象庁石満開発公団石

油開発技術センタｰおよび石油資源開発株式会杜が参加

し国外では関係国の国立地質調査研究機関国連機関

および東南アジア石油探査協会(SEAPEX)が登録され

ている.

ソ連･韓国･フィリピン･タイ･マレｰシア･インド

ネシアのメンバｰからそれぞれの担当地域の各種地図が

提出され地質図地質構造図鉱物資源図エネルギ�
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()は協同研究

()は協同研究

()は協同研究

()ほ協同研究

()は協同研究

一資源図などの編集作業が進められている.一方国

内のメンバｰの協力および外部のデｰタセンタｰの利用

により地球物理学的デｰタの編集も進められ特に

地殻熱流量の磁気テｰプヘの収録とマップ･プロジェ

クトの地図の投影法(ランヘノレト等積法)によるデｰタ

および海岸線のプロットを完了した.このために開発

されたプログラムは各種デｰタのプロットに利用でき

る(第2図第3図参照).

51年5月に米国でパネル議長会議が開催されわが国

からは北酉パネノレ議長の西脇親雄氏と当所沢村技官がこ

れに参加した.51年11月にマレ｣シアで北西パネル会

議が開催され海外地質調査協力室佐野室長が出席し議

一長代理をつとめた.

第3図

環太平洋マップ･プロジェクトの地質構造図の地球物理学的パ

ラメｰタの1つである地殻熱流量の実験図の一部(肩本周辺).

地殻熱流量デｰタは上岡誠也(東大震研)カ摂取ったWDC･A

の磁気テｰプおよび安井正(気象庁)が追加したデｰタカｰド

糊べ皇禦欺総締成)灘勢多彩L隷麦

ものである.なおこの作業には石油開発公団石油開発技術

センタｰのIBM370/145およびXeineticsプロッタを利用さ

せていただいた.またこの作業は物理探査部小川技官お

よび海外室桑形技官が担当した.
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策3表

沿海鉱物資源探査集団研修

(51.5.6～51.12.11)

国籍�氏名�所属

アルゼンチン�JorgeTamioTuru�Seis血｡graphicComn1ission,Yacimientos

バングラデシュ�A.Q.M.Ra丘qurRA互皿AN�TailaSandhaniCo,Ltd.

ビルマ�AungHtunK亘ムING�MyanmaOi1Corp.

イ:■ド�K.V.V酬K五冊s亘�Geo1ogica1Suweyo壬I皿dia

インドネシア�Moh盆m]ユadFadi1DムNIムL�Dir㏄torateGenera1ofPetroleumandNatura1Gas

〃�SoedirmanS0E皿｡wムsIT0�PERTAMINA

'韓国�MyungSikS亘工N�KoreaMiningPm工notionCorp.

マレｰシア�SaiAhGムN�Geo1ogicalSurveyofMa1aysis

ナイジェリア�O1agokeMAwANU�Fede正alMinis缶yo{Petro1eumanaEne王gy

ペノレｰ�RosaM.MIYムUcHI�SiderPe工u(PublicCo.)

フィリピン�ArnulfoV.CA趾NT0G�Bureauo壬Mines

タイ�WerapunJムNTARムN工Pム�DepartmentofMinera1Resouτces

アラブ首長国連邦�EdrisSultanHABoos亘�MinistryofPetro1eun1anaInaustry

第4表

地下水資源開発集団研修

(51.8,19～51.12.17)

�国籍�氏�名�所�､属

�アフカ“ニスタン�MerajoddinEBAD工�Dept.ofDri11ing,Power&WaterUnit��

�バングラデシュ�Md.MizanurRムE皿AN�M1nst.ofPower,F1oodContro1&WaterReso岨㏄s��

ボ�リビ�ア�WaldoCasanonGo皿E囲�Nationa1Counci1of]巨igherEducation�

工�ジプ�ト�S且1aE1deinMoha㎜edAbae1HA亙E屠�GreatCa1roWaterOrgani蜘tion�

�エチオ�ピ�ア�As蝸tAY肌E�EthiopiaWaterReso岨cesAu伍oエity

イ�ン�ド�Salee㎜Ro皿畑工�MinistryofArgicult岨e�

�インドネシア�UntmgSUDムRs0N0�Geo1ogica1S岨舵アofIndonesia��

イ�ラン�Mohε㎜madSadeghFIR0U胚I�MinistryofEnergy��

フイ�リピン�Simp1idoT.P0LINAR�Nati㎝alWaterReso岨cesCo㎜ci1��

�サウジアラビア�KhaIidKhale1刈JADAムN�Mins缶yofAg工i㎝1t岨eandWate正��

タ�イ�SaPaS蛆ULKE0�DepartmentofMinera1Resour㏄s��

第5表

国籍

メキシニ!

西サモア

研修項周

鉱床探査に関する研修

海洋地質の研修

(自嶺丸乗船)

個別研修

氏名

DemetrioSIL平AM.

EdwardWINT醐sTEIN

所属

メキシコ

天然資源審議会

酉サモア

アピア観測所

期間

経費

52.1.15～53.1114J工CA

52.2.17～52.3.21ユネスコ

CCOP一亙OC/亙孤0E計画(SEATAR)はCCOPの重要な

活動の1つである.この活動の1つとして米国地質調

査所で作成された中国四国地方のLANDSAT映像モ

ザイクの地質構造解析を燃料部星野技官が申心となり実

施し目本鉱業会の研究委員会により行なわれ

た東北地方の解析と比較して目本列島の地質

構造の特徴を論じた.この研究は特別研究と

して行なわれている東南アジアの島弧構造の研

究の基礎となるものである(第4図).

メ

�

与.'

世界地質図委員会南･東アジア小委員会の活動のう

ち沢村北海道支所長(当時地質部)が担当して

いた地質構造図は原稿図が完成し千葉大学兼

平助教授(当所併任)が鉱床生成図のCOnVene工

として編集を携進している.

第4図

中国四国地方のLANDSAT衛星映像モザイクの解析図.申

央構造線とその両側でのリニアメントの方向の変化カ湖瞭に検

出されている.外帯での南北方向の短いリニアメントは関

東山地に発達する破砕帯と同様なものと考克られ衛星映像に

よPはじめて発見された.粧おこの解析は燃料部星野技官

環境地質部長谷技官および地質部衣笠技寓により独立に行なわ

れ3名カ茎一敦して認めたりニアメントだけを採用した.�
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策6表

海外出張および派遣

51年度派遣中(無印)出発(○印)帰国(△印)

△

△

△

△

○

△

○

△

○

△

伀

△

伀

△

○

○

△

○

○

△

伀

△

伀

伀

△

伀

△

伀

△

○

△

○

△

○

△

○

△

○

△

伀

○

○

○

○

目的

研究指導

鉱物資源調査

地化学探査

鉱物資源調査

同上

技術指導

鉱物資源物理探査

国土基本図調査

非金属鉱物資源調査

同上

地方都市水道誠査

同上

空中磁気探査技術指導

東南アジア地質構造研究

同上

国連機関出向

海洋開発政策および笑状視察

機器分析の講議ならぴに技術指導

地殻熱流量測定

鉱床探査技術指導

金属鉱床の研究調査の指導

深海底鉱物資源調査

同上･

同上

同上

同上

同上

同上

同上

技術指導

空中磁気デｰタ処理解析指導

同上

東南アジア地質構造研究

国土基本図作成計画協議

派遣先

サウジア乏ビア

応用地質学センタｰ

メキシヨ

天然資源委員会

エスキヤップ(タイ)

地域鉱物資源開発センタｰ

トノレ1コ

鉱物調査開発研究所

同上

エスキャップ(タイ)

CCOP事務局

ペルH

地質鉱物研究所

サウジアラビア

航空測量局

サウジアラビア

鉱物資源局

同上

イエｰメン･アラブ共和国

同上

フイリピン

鉱山局

インドネシア

地質調査所

同上

エスキャップ(タイ)

鉱物資源課長

オｰストラリア

サウジアラビア

応用地質学センタｰ

タイ･マレｰシア･フイリピン

中霞

科学院

メキシコ

ソノラ大学

白嶺丸乗船

南太平洋海域

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

エスキャップ(タイ)

CCOP事務局

フイリピン

鉱山局

同上

インドネシア

地質調査所

サウジアラビア

期間

46.3.20～52.8.31

48.12.12～52.12.11

50.3.1～52.8.31

50.7.1～52.6.30

同上

50.8.26～51.12.25

51.3.14～53.3.13

51.3.19～51.

51,3,24～51.

同上

51.6.14～51.

同上

51.7.19～51.

51.7.20～51.

51.7.20～51.

51.8.5～53.

51.8.14～51.

51.10.8～52.

��

�㈱

��

��

��

�㌀

��

�㈷

�㌰

51.10.20～51.ユ1.25

51.10.28～51.11.18

51.11.19～52.5.18

52.1.12～52.3.12

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

52.1.15～54.1.14

52,3.15～52.4.16

52,3.15～52.5.13

52.3.22～52.4,1

52.3.29～52.4.27

氏名

高橋清

(技術部)

竹因英夫

(鉱床部)

本島公司

(技術部)

神谷雅晴

(中国出張所)

岡部賢二

(北海道支所)

河野迫也

(海外室)

武居由之

(物理探査部)

桑形久夫

(技術部)

藤井紀之

(鉱床部)

安藤厚

(技術部)

野間泰二

(環境地質部)

加藤完

(環境地質部)

佐野洩一

(海外室)

長谷川博

(物理探査部)

星野一男

(燃料部)

鴫崎吉産

(鉱床都)

小林勇

(所長)

服部仁

(地質部)

松林修

(地殻熱部)

大町北一郎

(鉱床部)

佐藤壮郎

(鉱床部)

盛谷智之

(海洋地質部)

丸山修司

(同上)

中尾征三

(同上)

儒鐵

野原昌人

(海洋地質部)

木下泰正

(同上)

村上文敏

(同上)

上島正人

(同上)

河固清雑

(地質部)

小川克郎

(物理探査部)

堀川義夫

(同上)

佐藤良昭

(燃料部)

桑形久夫

(技術部)

経費

ユネスニ!

国際鶴力事業団

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

海外経済協カ基金

同上

国際協カ事業団

ITIT研究

特別研究

同上

国連

工薬技術院

ユネスコ

国際協力事業団

工業技術院

中国政府

国際協カ事業団

特別研究

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

国際協力事業団

同上

同上

I↑IT研究

特別研究

国際協カ事業団

3.海外研修員の受入れ

国際協力事業として2つの集団研修および2名の個別

研修を実施した.沿海鉱物資源探査および地下水資源

開発の2つの集団研修コｰスは今年でいずれも第10回

を終了した.�
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策7表

国際会議

会議名�開催地��会期出席者�活動

環太平洋マップ･プ回ジ･口クド･パネル議長会議�メン1コパｰク�51.5.2～5.9�沢村孝之助�

�(米国)���技術顧間

���(北海道支所)�

第9回南極条約協議会特別準備会議�パリ�51.6.26～7.12��

�(フランス)��大町北一郎�

���(鉱床都)�政府代表代理

第25回万国地質学会議�シドニｰ�51.8.14～9.7�佐藤壮郎�

�(オｰストラリア)���論文発表

���(鉱床部)�

同上�同上�51.8115～8.27�佐々木昭�輪文発表

���(鉱床部)�

第8回目米鉱業連合会議�デンバｰ�51.8.26～9.6��

�(米国)��大町北一郎�講演

���(鉱床部)�

同上�同上�同上�水野篤行�論文発表

���(海洋地質部)�

国際地球内部ダイナミックス計国第3回目ソシ�ユｰジノ'サハリン�51.10.1～10.11��

ンボジウム���野沢保�

�(ソ連)���論文発表

���(地質部)�

第5回エスキャップ南太平洋地域沿海鉱物資源共同探査調整委員会�ラロトンガ�51.10.30～11.16��

�(クック島)��佐野凌一(海外地質調査協力室)�技術顧問

第13回エスキャップ束アジア地域沿海鉱物資源共同探査調整委員会�クアラルンプｰル�51.11.26～12.8�佐野凌一�

�(マレイシア)��(海外地質調査協力室)�政府代表

ロンドン地質学会�ロンドン�52.2.7～2.19�石原舜三�

�(英国)��(鉱床部)�論文発表

沿海鉱物資源探査集団研修=1一スは12ヵ国

から13名の研修員を受入れ(第3表参照)51年5月か

ら約7ヵ月間開催された.このコｰスの目的は海底鉱

物資源の探査に関する基礎知識を与えるため物理探査に

重点がおかれている.講議および室内実習のほかに

地質調査船白嶺丸による海洋地質調査空中磁気探査

重力探査などの野外実習ならびに巡検旅行が実施され

た.参加研修員の素質の向上に伴い最近は研修内容

の高度化が要求されこれに対応するため約2週間の石

油コｰスとリモｰトセンシングの2つのグルｰプを設け

た.

地下水資源開発集団研修コｰスは11ヵ国から

11名の研修員が参加し(第4表参照)51年8月から約

4ヵ月間実施された.このコｰスの目的は地下水の

探査･開発および管理について基礎知識を与えることで

ある.講議および室内実習のほかに沼津地区におけ

る電気探査･揚水試験青森におけるさく井実習那覇

における電気検層の野外実習および巡検旅行を実施した.

個別研修はメキシコから1名を1年間酉サモアから

1名を約1ヵ月間受入れた(第5表参照).メキシコの研

修員は鉱床部において鉱床探査について西サモアの研

修員は西サモアから地質調査船に乗船し海洋地質調査に

ついて研修を実施した.

4.専門家派遣

派遣されている専門家は国連の要請コロンボ計画

等により日本政府が国際協力事業団(jICA)を通じて行

なっている技術協力などでいずれも発展途上国におい

て地下資源開発のための調査･研究･技術指導などに従

事している.

1年以上の長期派遣専門家としては国連の要請によ

りサウジアラビアに2名エスキャップ(Economicand

Socia1Co皿missionforAsiaandthePaci丘｡)に3名

が発展途上国からの要請によりトノレコに2名メキシ

コおよびペルｰにそれぞれ1名が派遣されている.1

年以下の短期派遣専門家としてはサウジアラビアに1

名イェｰメン･アラブ共和国に2名フィリピンに3

名メキシコに1名マレｰシア･タイに1名が派遣さ

れた(第6表参照).

エスキャップ天然資源部鉱物資源課(ESCAP,

Natura1ResourcesDiyis三〇n,Minera1ResourcesSection)

に課長として国連経費により鉱床部嶋崎技官が51年8

月から2年間の予定で派遣された.鉱物資源課はエス

キャップの中でも活発な活動を続けている組織でその

傘下に地域鉱物資源開発センタｰ(Regiona1M1inera1

ResourcesDeve1op㎜entCenter)南太平洋地域沿海鉱

物資源共同探査調整委員会(Co㎜皿itteeforC0-ordinか

瑩�潦�楮��獰散瑩湧景�楮敲�剥��捥��

SouthPaci丘｡O丑shoreAreas)および錫工業開発調査

センタｰ(TinIndustryDeve1opmentandResearch

Center)の3つの組織を掌握している.

東アジア地域沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)は

1967年に設立されその事務局はバンコクに置かれてい

る.わが国は事務局に対して技術顧問の派遣技術報

告書の編集印刷集団研修の実施域内国に対する専門

家派遣CCOPプロジェクトの実施および現金拠出など

により積極的に協力し先導的な役割を果している.

事務局に技術顧問として国際協力事業団の経費で派遣�
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されている専門家は事務局設立以来継続的に当所から

ほぼ2年の任期ですでに5名が派遣され51年末に帰国

した海外地質調査協力室城野技官の後任として地質部

河田技官カミ52年1月から2年の任期で派遣された.技

術報告書(Technica1Bu11etin)は海外地質調査協力室

佐野室長が編集責任者と怠り当所で印刷出版を行ない

すでに10号まで出版された.

地域鉱物資源開発センタｰ(昆MR巫C)は1973

年に設立されその事務局はバンコクに置かれているが

将来インドネシアのバンドンに移る予定である.セン

タ』には日本西独オランダから専門家が派遣されて

おりわが国からは2名が派遣されている.技術部本

島技官は地球化学専門家として50年3月から2年6ヵ

月の任期で派遣されこの聞域内国からの要請に応じ

パキスタンイラン韓国インドネシアおよびフィジ

ｰ法どの国々に対し現地関係機関と協力して'地化学探

査および技術指導を実施した.

サウジアラビア応用地質学センタｰは1970

年にユネスコの援助により設立されジエツダのアブダ

ラアジｰズ大学内に置かれている.技術部高橋技官は

昭和46年3月からユネスコ専門家としてこのセンタｰに

派遣されており地球化学の教授として学生の指導なら

びにサウジアラビアの地球化学的研究に従事している.

今年度さらに地質部服部技官カミ51年10月から1年の任

期でユネスコ専門家として派遣されX線マイク貝プロ

ｰブ実験室の設立と技術指導を行溶っている.

2年の任期で派遣され物理探査の実施および技術指導

に従事している.

イエｰメンアラブ共和国地下水開発プロジコ=クドは

海外経済協力基金が北イエｰメンの地方都市10地域に

深井戸を掘さくし周辺部落に配水する事業に借款を供

与するもので51年6月から約3週間現地調査団が派遣

された.環境地質部野間技官および技術部加藤(完)

技官は現地調査団に技術専門家として参加した.

フィリピン鉱山局はルソン島北西部セブボホ

ｰルおよびネグロス島の地域において飛行距離32,000

kmに達する空中磁気探査デｰタを蓄積しておりこれ

らデｰタの処理および解釈ならびに今後の作業計画検討

のためわが国に専門家の派遣を要請してきた.海外

地質調査協力室佐野室長は国際協力事業の経費により

51年7月から約2週間同国においてデｰタおよび作業

計画の検討を行たった.この結果にもとづき物理探

査部小川技官および堀川技官は国際協力事業団の派遣

専門家として52年3月からそれぞれ1ヵ月および2ヵ月

の間空中磁気探査デｰタの処理と空中磁気図の作成の

技術指導のため出張した.このチｰムには海外地質調

査協力室長谷川技官が52年4月から1月間この作業に

参加した.

メキシコ･ソノｰラ大学には鉱床部佐藤壮郎技

官が国際協力事業団専門家として派遣され鉱床学の構

議と銅鉱床の調査研究を行なっている.

トルコ鉱物調査開発研究所(遡TA)は首都の

アンカラにあり昭和41年にはじめて当所から炭田調査

の専門家がトルコ政府の経費で派遣され昭穐44年から

は国際協力事業団の経費により金属鉱床探査構造地質

および岩石学などの専門家が当所および民間業界から派

遣された.

中国出張所神谷技官および北海道支所岡部技官は50年

7月から2年の任期で派遣され黒海東部海岸地域の非

鉄金属鉱床探査および技術指導にあたっている.

メキシコ鉱物資源審議会(C亙NN亙)には鉱床

部竹岡技官が国際協力事業団の経費により48年12月か

ら4年の任期で派遣されメキシコ北部の斑岩銅鉱床の

探査および技術指導に従事している.

ペルｰ地質鉱業研究所(鵬醐)には物理探査部

氏屠技官が国際協力事業団の経費により51年3月から

東南アジア地域地殻熱流盤測定はCCOPの

要請により国際協力事業団の経費により実施されること

になり50年度にタイマレｰシアフィリピンイン

ドネシアに対して予備調査が実施された.51年度には

東京大学地震研究所上田教授他4名の調査団カミ編成され

51年10月から1ヵ月余の間にわたり前記各国において

地質調査研究機関と協力して作業カミ実施された.地殻

熱部松林技官は団員として参加しタイにおける地中温

度勾配測定およびマレｰシアにおける石油井の岩芯の熱

伝導度測定のため出張した.

サウジアラビア石油鉱物資源省は日本･サ

ウジアラビア経済技術協定にもとづきルブアルハリ砂

漠国土基本図作成プロジェクトを推進することに放り

50年度末に国際協力事業団の経費で実行計画調査団が派

遣された.技術部桑形技官は前年度の調査団員として

出張したが今年度さらに実行計画について協議するた�
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め52年3月から1ヵ月の予定で再度出張した.

中国科学院の招へいにより鉱床部大町部長は51年

10月から3週間中国の鉄鉱石探査技術指導ならびに鉱

業関係の学術交流のため中華人民共和国を訪間した.

5.国際会議

海外で開催された地学関係の国際会議のなかで下記

の会議に所員が参加した(第7表参照).

環太平洋マップ･プロジェクト･パネル議長会議は

米国地質調査所の主催で米国のメンロパｰクで開催され

た.わが国からは北酉パネル議長として西脇親雄氏が

技術顧間として北海道支所沢村支所長が参加した.

第9回南極条約協議会特別準備会議はアル

ゼンチンオｰストラリアヘノレギｰチリフランス

目本ニュｰジランドノルウェ｣南ア共和国ソ連

英国米国の12ヵ国が参加してパリで開催された.鉱

床部大町部長は日本政府代表随員として会議に参加し

た.

会議は2つのワｰキング･グルｰプ会議からなり南

極鉱物資源の探査･開発に関する科学的･技術的･経済

的および生態的側面ならびに法律的および政治的側面

について討議された.

第3回1ヨ未鉱業連合大会は米国鉱山･冶金お

よび石油学会(AIME)と日本鉱業会との共催により

米国のデンバｰで開催された.鉱床部大町部長および

地質部水野課長は日本鉱業会の要請により会議に参加

し論文発表を行なった.

第25回万国地質学会議は4年毎に開催される地

質学関係の最も大きな国際会議である.前回のカナダ

のあとをうけて51年はオｰストラリアのシドニｰで開

催され小林所長鉱床部佐々木課長および佐藤(壮)技

官が参加し各国の研究者と討論するとともに佐々木

課長および佐藤技官は論文発表を行なった.この会議

の期間中開催された世界地質図委員会にも出席し

た.

国際地球内部ダイナミクス計画･第3回日ソ･シンポジウムは

目ソ両国が地殻構造について研究成果を交流するためソ

連のユ』ジノサハリシスクで開催され地質部野沢技官

が会議に参加して論文発表を行なった.

第5回エスキャップ･南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整委員

会会議(CCO亙/SORAC)はニュ｣ジランド領クック諸

島のラロトンガで開催され海外地質調査協力室佐野室

長が技術顧問として参加した.CCOP/SOPACは

1972年に設立され加盟国としてクック諸島フィジｰ

ニュｰジランドソロモン群島トンガ画サモアキ

ノレバｰト諸島およびパプアニュｰギニアが含まれわが

国は加盟国てたいが第2回以降毎回の会議に佐野室長

が国際協力業事団の経費により技術顧問として出席して

いる.今回の会議はギルバｰト諸島およびパプアニュ

ｰギニア除く加盟国代表日本オｰストラリア西独

フランス米国ソ連および英国からの技術顧問国際

機関としてUNDP工｡c/UNEsco南太平洋経済協

力会議事務局(SPEC)および南太平洋大学(USP)の

代表が参加しエスキャップ天然資源部およびフィジｰ

に駐在するUNDP海洋地質専門家が会議の事務局をつ

とめ委員会会議と技術顧間グルｰプ会議を行放った.

第13回エスキャップ･アジア地域沿海鉱物資源共同探査調整委

員会会議(CCOR)は設立10周年記念をかねてマレｰシ

アのクアラルンプ｣ルで開催された.日本韓国フ

ィリピンタイマレｰシアシンガポｰルおよびイン

ドネシアの加盟国の代表が出席しオブザｰバ｣として

パプアニュｰギニアの代表が出席しオ』ストラリア

カナダインドネシアフランス西独オランダ英

国および米国の政府から特別･技術顧問が派遣された.

また国際機関としてESCAP(アジア太平洋経済社会

委員会)UNDP(国連開発計画)UNEP(国連環境

機関)ユネスコUNEsCo/IOC(ユネスコ政府間海

洋学委員会)およびCMG(国際地質学連合海洋地質学

委員会)などの代表が参加しCCOP事務局が会議の事

務局をつとめた.

日本政府代表団は代表の海外地質調査協力室佐野室

長也6名で編成された.このほか会期中に開催され

たCCOFIOC共同グルｰプ第2回会合および環太平洋

マップ･プロジェクト第2回会合に気象庁安井海洋課長

CCO凹OC共同作業グルｰプ第2回会合に東京大学渡

辺輝彦氏カミ参加した.地質調査所からの派遣職員であ

るESCAP鉱物資源課嶋崎課長袖よびCCOP事務局河

野技官も会議に参加した.

ロンドン地質学会の招請により鉱床部石原技官は

会議において論文発表を行ないインペリアノレ･カレッ

ジにおいて鉱化作用に関する共同研究を行なった.�


